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必要不可欠な再生可能エネルギー企業への投資

ロシアのウクライナへの軍事侵攻は、金融市場にも大きな影響を与えています。地政学リスクやロシアへの欧
米各国の経済制裁によるエネルギー資源価格の上昇、供給制約から物価上昇（インフレ）の加速が懸念され、
不安定な相場は今後も続くと見られています。

当資料では、こうした状況でも安定したパフォーマンスを発揮する、東京海上・再生可能エネルギー・インカム
戦略ファンド（以下、当ファンド）をご紹介します。

⇒詳細は次ページへ

地政学リスク顕在化の中

当ファンドは

世界株式を大幅に上回る

※当資料は、当資料作成⽇時点の情報に基づくTCW Asset Management Company LLC（以下、TCW）のコメントを基に東京海上アセットマネジメントが作成したものです。
※下記のデータおよび記載は、毎月決算型のものであり、年１回決算型のものではありません。

期間：2021年12月30日～2022年3月15日、日次

年初来からの当ファンド（毎月決算型）と世界株式の推移

※2021年12月30日を10,000円として計算

出所：リフィニティブ

2/24

※基準価額（税引前分配金再投資）は、1万口当たり、信託報酬控除後です。
※世界株式：MSCIワールドインデックス（税引き後配当込み、円換算ベース）。世界株式は当ファンドのベンチマークではありません。
※世界株式の数値は、基準価額の評価時点に合わせるため、前営業日の指数値と当日の為替レートを用いて算出。
※上記は、過去の実績および将来の予想であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。

＊売電収入：太陽光や風力等で発電した電力を、電力会社などに売却することで得られる収入。

昨今の市場環境から見る当ファンドのポイント

地政学リスクによるエネルギー転換の加速

売電収入＊をもとにした安定的なインカム（配当）

騰落率

毎月決算型 ▲0.3%

世界株式 ▲10.2%

８,９83
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※基準価額、基準価額（税引前分配金再投資）は、1万口当たり、信託報酬控除後です。
※年1回決算型は、分配実績がないため、基準価額（税引前分配金再投資）を表示していません。
※分配金額は、収益分配方針に基づいて委託会社が決定します。
※将来の分配の支払いおよびその金額について、示唆・保証するものではありません。また、分配対象額が少額の場合等には、分配を行わない場合があります。
※上記は過去の実績および将来の予想であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。

昨今の市場環境から見る当ファンドのポイント

 これまでは、脱炭素化に向けた各国の政策が、再生可能エネル
ギーへの移行を促していました。

 ロシアのウクライナ軍事侵攻に伴う、原油等の資源価格急騰は、
特にロシアの石油・ガスへの依存度が高い欧州諸国とって、エネ
ルギー自立が重要な課題であることを浮き彫りにしています。

 脱炭素の流れに加えて、エネルギー安全保障の観点からも自国
内で発電可能な再生可能エネルギーへの転換に向け、各国が再
生可能エネルギーインフラへの追加投資をさらに加速させると
考えています。

地政学リスクによるエネルギー転換の加速

 当ファンドは再生可能エネルギー発電関連企業へ投
資することで、市場の成長だけでなく、売電収入をも
とにしたインカム（配当）の享受もめざします。

 当ファンドの予想配当利回りは、日米の国債、REIT
（不動産投資信託）と比較しても魅力的な配当利回り
となっています。

売電収入をもとにした
安定的なインカム（配当）

設定来の運用実績（2021年6月15日（設定日）～2022年3月15日）

毎月決算型の基準価額の推移

期間：2021年6月15日（設定日）～2022年3月15日、日次

年1回決算型の基準価額の推移

期間：2021年6月15日（設定日）～2022年3月15日、日次
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※ 下記は、当資料作成日時点の情報に基づく各種資料、TCWのコメントを基に東京海上アセットマネジメントが作成したものです。

EU（欧州連合）の国別天然ガス輸入量の割合

2021年前期

当ファンドと各指数の利回り比較

2022年2月28日時点

ロシア

46.8%

ノルウェー

20.5%

アルジェリア

11.6%

米国

6.3%

カタール

4.3%
その他

10.5%

出所：EU統計局

出所：ブルームバーグ※上記グラフの各指数は当ファンドのベンチマークではありません。
※当ファンドの利回りは予想配当利回り。東京海上・再生可能エネルギー・インカム戦略マザーファンドの保有する有価証券の評価額を基に、東京海上アセットマ

ネジメントが加重平均して計算。
※REIT：＜日本＞東証REIT指数、＜米国＞S&P先進国REIT指数、各REIT指数の利回りは予想配当利回り（ブルームバーグの予想集計値）、

国債：各国10年国債利回り

＜ご参考＞毎月決算型の分配実績（設定来、1万口当たり、税引前）

決算期（毎月15日） 第1期－第2期 第3期－第9期 設定来累計

分配金額 ０ 円 ２０ 円 １4０ 円
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銘柄紹介①

Drax Group ドラックス・グループ

 企業概要

英国の再生可能エネルギー企業で、主にイングランドとスコットランドで、バイオマス、水力、揚水発電所を運

営しています。主力のバイオマス発電事業では、英国に世界最大級の発電所を有し、昨年4月にはカナダの

バイオマス燃料製造会社を買収するなど、バイオマス発電のサプライチェーン強化を進めています。

ゼロカーボンで低コストなエネルギーの未来を現実に

＜イメージ＞

株価および1株当たり配当額の推移

出所：ブルームバーグ

期間：2016年12月末～2022年2月末

株価：月次、1株当たりの配当額：半期

1株当たり利益の推移

期間：2016年～2023年、年次

※2022、2023年は、ブルームバーグの予測値。

当ファンドの2月末時点の保有銘柄の中から、注目の銘柄をご紹介します。

※上記は個別銘柄への投資を推奨するものではありません。また、今後の当ファンドへの組み入れを保証するものではありません。

※上記は過去の実績および将来の予想であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。
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 環境への取り組み

同社は、2030年までのネガティブエミッション＊

達成を目標に、英国初のCO2回収・貯蔵装置付き

バイオマス発電（BECCS）設置プロジェクトを進

めており、早ければ2027年に稼働開始予定です。

英国が掲げる2035年までのCO2排出量78％

削減に大きく貢献することが期待されています。

＊ネガティブエミッション：CO2の排出量よりも大気から吸収するCO2の量を多くすること。

 ファンドマネージャーの注目ポイント

同社も我々も「ネガティブエミッションは、1兆米ドル

規模の市場機会となる可能性がある」と考えています。

CO2のマイナス排出にはBECCSが必要不可欠であ

り、これを有する同社は、優位なポジションにあると考

えます。

※ 下記は、当資料作成日時点の情報に基づくTCWのコメントを基に東京海上アセットマネジメントが作成したものです。

※ 下記は、当資料作成日時点のTCWの運用担当者による見解であり、将来変更となる可能性があります。

（2016-2023）
1株当たり利益
年率平均成長率

（CAGR）：31.4% 

2022年2月末時点

予想配当利回り：2.７% 

※予想配当利回りは、ブルームバーグの予測値。
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銘柄紹介②

NextEra Energy ネクステラ・エナジー

 企業概要

フロリダに本拠を置く、米国の再生可能エネルギー企業。風力・太陽光発電では、世界最大の発電事業者を子

会社に所有。事業運営における積極的なCO2排出量削減と低価格な電気料金により、米国トップクラスのエネ

ルギー企業としての地位を堅持しています。

＜イメージ＞

 ファンドマネージャーの注目ポイント

同社子会社の事業の拡大・成長に注目しています。ネ

クステラ・エナジー・リソーシズは、世界最大の風力・太

陽光発電事業者です。30年以上にわたる再生可能エ

ネルギー事業で培われた知識・経験と供給網確立によ

る競争優位性、再生可能エネルギー市場全体の今後の

可能性を鑑みても堅調な伸びが予想されます。

フロリダ・パワー・アンド・ライトは、フロリダ州規制事

業下の電力会社で、電気料金は全米平均以下という

価格競争力とメガソーラー（大規模太陽光発電所）に

よる電力コスト削減などで高い利益率を維持しており、

今後も同社の利益成長に寄与していくと見ています。

株価および1株当たり配当額の推移

出所：ブルームバーグ

当ファンドの2月末時点の保有銘柄の中から、注目の銘柄をご紹介します。

期間：2016年12月末～2022年2月末

株価：月次、1株当たりの配当額：四半期

業界をけん引する世界最大級の再生可能エネルギー企業

1株当たり利益の推移

期間：2016年～2023年、年次

※2022、2023年は、ブルームバーグの予測値。

※上記は個別銘柄への投資を推奨するものではありません。また、今後の当ファンドへの組み入れを保証するものではありません。

※上記は過去の実績および将来の予想であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。

※ 下記は、当資料作成日時点の情報に基づくTCWのコメントを基に東京海上アセットマネジメントが作成したものです。

※ 下記は、当資料作成日時点のTCWの運用担当者による見解であり、将来変更となる可能性があります。
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（2016-2023）
1株当たり利益
年率平均成長率

（CAGR）：8.6% 
2022年2月末時点

予想配当利回り：2.2%

※予想配当利回りは、ブルームバーグの予測値。



※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

ファンドの特色

2

1 日本を含む世界の取引所に上場されている、再生可能エネルギー発電関連企業の株式等に
投資を行い、配当収益と中長期的な値上がり益の獲得をめざします。

企業の成長性分析等から持続可能な収益を生み出す企業を抽出し、ＥＳＧ評価、配当の成長性・
持続性分析等に基づくボトムアップ・アプローチにより厳選された銘柄へ投資を行います。

※資金動向および市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

ファンドの主なリスク

• 投資する有価証券等の値動きにより基準価額は変動します。したがって、投資元本は保証されているものではなく、投資元本

を割り込むことがあります。

• 運用による損益は、全て投資者に帰属します。

• 投資信託は預貯金や保険と異なります。

• ファンドへの投資には主に以下のリスクが想定されます。

価格変動
リスク

株価は、政治・経済情勢、発行企業の業績・財務状況、市場の需給等を反映して変動します。株価は、
短期的または長期的に大きく下落することがあります（発行企業が経営不安、倒産等に陥った場合
には、投資資金が回収できなくなることもあります。）。組入銘柄の株価が下落した場合には、基準
価額が下落する要因となります。

特定のテーマの
関連銘柄に投資する

リスク

ファンドは、再生可能エネルギー発電関連企業の株式に集中的に投資するため、幅広い業種・銘柄に
分散投資を行うファンドと比較して、基準価額の変動が大きくなる可能性があります。

為替変動
リスク

外貨建資産の円換算価値は、資産自体の価格変動の他、当該外貨の円に対する為替レートの変動の
影響を受けます。為替レートは、各国・地域の金利動向、政治・経済情勢、為替市場の需給その他の要
因により大幅に変動することがあります。組入外貨建資産について、当該外貨の為替レートが円高
方向にすすんだ場合には、基準価額が下落する要因となります。

カントリー
リスク

投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化等により市場に混乱が生じた場合、または取引
に対して新たな規制が設けられた場合には、基準価額が予想以上に下落したり、投資方針に沿った
運用が困難となることがあります。

流動性
リスク

受益者から解約申込があった場合、組入資産を売却することで解約資金の手当てを行うことがあ
ります。その際、組入資産の市場における流動性が低いときには直前の市場価格よりも大幅に安い
価格で売却せざるを得ないことがあります。この場合、基準価額が下落する要因となります。

※ 基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。

※インフラ投資信託証券およびREIT（不動産投資信託証券）に投資する場合があります。
※ＤＲ（預託証書）に投資する場合があります。

ＤＲとは、ある国の企業が自国以外の国で株式を流通させる場合に、株式そのものは銀行等に預託して、その代替として発行し、上場
された証書です。株式と同様に、取引所等で取引されます。

３ 再生可能エネルギー発電関連企業の株式等の運用は、
「TCW Asset Management Company LLC 」（TCW）が行います。
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※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

・再生可能エネルギー発電関連企業とは、再生可能エネルギーの発電事業から収益を得る企業です。発電企
業のほか、発電事業の運営企業、YieldCo、発電施設の開発企業、発電設備の製造・販売企業、プロジェクト
ファイナンス企業、環境関連技術企業等が含まれます。

・銘柄の選定にあたっては、再生可能エネルギー技術や企業経営に注目するESGの観点を取り入れます。

※ESG とは、環境（Environment）、社会（Social）、ガバナンス＝企業統治（Governance）の頭文字を取ったものです。

・市況動向等によっては、インフラ投資信託証券およびＲＥＩＴの組入比率が高まる場合があります。その場合、金利変動リスク・
信用リスク・法制度等の変更リスクが想定され、これらの影響により基準価額が下落することがあります。
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収益分配金に関する留意事項



お申込みメモ ※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。
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ファンドの費用 ※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。



ファンドの関係法人

■ 販売会社

https://www.tokiomarineam.co.jp

サービスデスク 0120-712-016

※土日祝日・年末年始を除く9時～17時

■ 設定・運用 お問い合わせは

商 号 等 ：東京海上アセットマネジメント株式会社

金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第361号

加入協会 ：一般社団法人投資信託協会

一般社団法人日本投資顧問業協会

一般社団法人第二種金融商品取引業協会
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（当資料作成日時点）

東京海上アセットマネジメント
YouTube公式チャンネル

ファンド・マーケット関連動画などを公開しています。

※ 株式会社 滋賀銀行、株式会社 大東銀行は、東京海上・再生可能エネルギー・インカム戦略ファンド（毎月決算型）のみのお取り扱いとなります。

商号（五十音順） 登録番号

加入協会

日本証券業
協会

一般社団法人
日本投資顧問業

協会

一般社団法人
金融先物取引業

協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

株式会社 滋賀銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第11号 ○ ○

第四北越証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第128号 ○

株式会社 大東銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第17号 ○

ひろぎん証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第20号 ○

丸八証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第20号 ○

【一般的な留意事項】

 当資料は、東京海上アセットマネジメントが作成した販売用資料であり、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。お申込みに当たって
は必ず投資信託説明書（交付目論見書）をご覧の上、ご自身でご判断ください。投資信託説明書（交付目論見書）は販売会社までご請求ください。

 当資料の内容は作成日時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
 当資料は信頼できると考えられる情報に基づき作成しておりますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。当資料に掲載された

図表等の内容は、将来の運用成果や市場環境の変動等を示唆・保証するものではありません。

 投資信託は、値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には、この他に為替変動リスクもあります）に投資しますので、基準価額は変動しま
す。したがって、元本が保証されているものではありません。

 投資信託は金融機関の預金とは異なり元本が保証されているものではありません。委託会社の運用指図によって信託財産に生じた利益および
損失は、全て投資家に帰属します。

 投資信託は、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。

 投資信託は、預金および保険契約ではありません。また、預金保険や保険契約者保護機構の対象ではありません。

 登録金融機関から購入した投資信託は投資者保護基金の補償対象ではありません。


